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社会調査におけるインターネットモニター
調査と郵送モニター調査との比較
～連合総研「第20回勤労者の仕事と暮らしについてのアンケート」調査の分析～

小熊　栄　（連合総合生活開発研究所研究員）
南雲智映　（　　　　　同　　　　　研究員）

　近年、アンケート調査において、インターネットを用
いた「WEB モニター」を対象としたものが増えている。
そもそも教科書的な理想としては、調査対象の母集団か
らランダムにサンプリングを行い、偏りなく回収できる
ことが最も望ましいが、ほとんどの場合、費用的、時間
的、技術的に実現不可能である。実際には、調査会社の
モニターを対象に、人口構成比に合わせて調査票を配布・
回収するやり方（モニター調査）が多い。モニター対象
のアンケート調査を行う際に問題となるのは、「郵送モ
ニター」と「WEB モニター」の選択である1。「郵送モ
ニター」は印刷された質問用紙に記入し返送することに
よって調査に回答し、「WEB モニター」はインターネッ
ト上で質問に答えて返信する。WEB モニター対象の調
査のほうがコストが安く、短期間でデータが収集できる
というメリットがある。
　ところで、郵送モニター調査と WEB モニター調査
の間の選択を考える際にたびたび議論になるのは、どち
らがより母集団の回答傾向に近いかである。この問いに
答えるためには、当然、母集団の回答傾向を知る必要が
あるのだが、実際に正確な値を知ることはほとんど不可
能である。現実的には、先行研究でもさまざまな調査手
法間の結果の差異を指摘することにとどまっているが、
同種の研究の蓄積が進めば、先ほどの問いの答に近づけ
る可能性がある。また、答が出ないまでも、両調査間の
傾向の差を把握しておくことは調査者にとって有益だと
思われる。それゆえ、本稿では郵送モニター調査および
同様の質問項目で行った WEB モニター調査の結果に
ついて比較検証をした。
　こうした比較は、時系列調査において、郵送モニター
調査から WEB モニター調査への切り替えを検討する
際に重要である。トレンドの変化を議論する際には、切
り替え前と後でどの程度の断層が生じるのかが意識され

る。これを明らかにするためには、郵送モニター調査と
WEB モニター調査を他の条件を同じにして同時に行
い、あらかじめ差異を計測しておく必要がある。
 （本研究ノートは概要版であり、分析の詳細は連合総研
ホームページに掲載を予定している『インターネットに
よる勤労者の仕事と暮らしについてのアンケート調査』
報告書2 を参照いただきたい）

　インターネット調査におけるサンプリング・バイアス
の存在については、過去にも多くの議論がなされてきた
が、研究蓄積は十分とはいえない状況であった。本多・
本川［2005］、本多［2006］、石田ほか［2009］によれば、
データ収集方法（面接・電話・郵送・ＷＥＢ等、自記式・
他記式）と調査対象者の抽出方法（無作為抽出、登録モ
ニター等）が異なれば、同じ質問でも調査結果が異なる
こと。また、モニター登録者と無作為抽出サンプルの間
には、サンプリング・バイアスが存在しており、モニター
型インターネット調査の回答者については、学歴・職業
などの社会経済属性の偏りのほか、ランダムサンプルの
回答者に比べて、日本的雇用慣行に否定的で、競争主義
志向、能力・業績主義志向が強い、不満・不安が強いな
どの意識・価値観等の心理的特徴がみられるという傾向
が示唆されている。また上記先行研究では、モニター登
録者間でのデータ収集方法の違い（郵送調査とインター
ネット調査）による特徴の差について、郵送モニター調
査は、郵送ランダム調査とインターネットモニター調査
との中間に位置する傾向がみられるという指摘もなされ
ている。
　ここで、先行研究で見出された上記のような傾向は安
定的なのか、という疑問が生じる。先の研究成果が公表
された時期よりも、一般的にみてインターネット利用が
さらに普及していると思われる現在においても、経済状
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況が変化し、調査内容が異なっても、同様のことがいえ
るのか。このような問題意識のもと、連合総研で継続実
施してきている郵送モニター調査と同じ質問項目で行っ
た WEB モニター調査の結果を用いて追証的に比較検
証をした。

　検証に用いたデータは、できる限り同じ条件で、同時
期に行った郵送モニター調査と WEB モニター調査で
ある。具体的には、連合総研の第 20 回勤労者短観調査

（郵送モニター調査）を実施する際に、同じ調査実施会
社のモニター登録者に対して、調査実施時期、対象とな
る回答者の層、標本数ができる限り同じになるようにし、
データ収集方法のみをインターネット方式に変えて調査

（WEB モニター調査）を行った。
　検証は二つの方法によった。第一に、郵送方式による
モニター調査とWEBモニター調査の回答の分布の比較
である（単純比較）。第二に、郵送モニター調査、WEB
モニター調査のいずれも、人口比に応じて居住地域、性
別、雇用形態、年齢階級ごとに割付を行っているが、実
際に回収された標本数は、これより多いことも少ないこ
ともある。そのため単純比較では、こうした属性ごとの
回収率の差によるバイアスが生じている可能性がある。
この点を考慮し、このバイアスが理論上なくなるように
ウェイトバックを行って補正した上で、各設問の回答の
分布の差について検定を行うこととした（補正ありの比
較）。

　郵送モニター調査、および WEB モニター調査の概
要は図表１の通りである。

　WEB モニター調査と郵送モニター調査との間で、回
答者の属性に違いがあるのかをみるために、代表的な基
本属性の分布割合の比較を行った。また、実態分布との
差をみるために、サンプリング時点で実施した割付の元
となる就業構造基本調査（平成 19 年度、以下特に注記
のないものについては同年度調査を指す）の結果と比較
が可能な属性項目については、その分布との違いについ
てもみた。

（1）居住地域・性別・年齢階級

　WEB モニター調査の回答者の居住地域は、首都圏
65.2％、関西圏 34.8％である。この割合は郵送モニター
調査とほぼ同様である。これは居住地域別・年齢階層
別でみても同様のことがいえる。性別の分布は、男性
58.8％、女性 41.2％であり WEB モニター調査では、郵
送モニター調査（男性 60.3%、女性 39.7%）に比べて、
わずかに男性の割合が低く、女性の割合が高い。性別・
年齢階層別でみると、WEB モニター調査では、女性の
20 代の割合が 11.1％と郵送調査の 9.5%に比べてやや高
く、一方で女性の 40 代の割合は 9.1％とやや低い（郵
送調査では 10.1%）（図表２）。
　就業構造基本調査による割付時点での分布と比較をし
たところ、居住地域、性別による年齢階級毎の分布につ
いては、WEB モニター調査の方がより近い分布となっ
ている。

3

比較検証の方法

図表１　WEB モニター調査と、比較の対象とした郵送モニター調査の概要

（注１）�調査会社では、主にインターネットと新聞・雑誌等の募集広告によ
りモニター募集を行っている。

（注２）�ＷＥＢモニター調査においては、回収目標数として900人を設定し、
設定数以上の回収が得られるように回答依頼者数を決定した。

4

調査の概要

5

回答者の属性（属性の単純比較）
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（2）最終学歴

 WEB モニター調査の回答者の最終学歴は、20 ～ 50
代では、四年制大学卒 47.0%、大学院修了 6.5%であり、
両者をあわせると＜四年制大学卒以上＞が、53.5%であ
る。これは、郵送モニター調査の回答者の＜四年制大学
卒以上＞の割合（53.4%）とほぼ同じ割合である。また、
WEB モニター調査では、高校卒の割合が 24.1%と、郵
送モニター調査（21.3%）に比べてやや高く、短大・高
専卒の割合が 9.6%と、郵送モニター調査（12.0%）に
比べてやや低い（図表３）。

（3）就業形態

 　WEB モニター調査の回答者の雇用形態をみると、
男女計で、＜正社員＞ 70.3%（正社員（役員）2.5%、
正社員（役員除く）67.8%）、＜非正社員＞ 29.0%（パー
トタイマー 12.3%、アルバイト 7.1%、契約社員 6.0%、
派遣労働者 3.6%）、その他 0.7%となっている。郵送モ
ニター調査と比べると、＜非正社員＞の割合が、わずか
に高く（郵送モニター調査では 27.7％）、その内訳をみ
ると、アルバイト、派遣労働者の割合がわずかに高い一
方で、パートタイマー、契約社員の割合がわずかに低い

（図表４）。

　就業構造基本調査と比較すると、いずれの調査も正社
員（役員）の分布割合がわずかに低く、契約社員の割合
がわずかに高い。非正社員合計の構成割合は、WEB モ
ニター調査の方がより近いといえる。

（4）勤務先の業種、職種、従業員規模、勤続年数歴

　WEB モニター調査の回答者の勤務先企業の業種
は、図表５の通りである。大分類でみると、サービス
業（31.4%）、製造業（22.8%）、卸売・小売業・飲食店
業（16.5％）の順となっている。郵送モニター調査と比
べると、建設業の割合が WEB モニター調査で 6.1%と
なっているのに対し、郵送モニター調査では 3.3%、卸売・
小売・飲食業の割合が WEB モニター調査では 16.5%
であるのに対して、郵送モニター調査では 14.9%と、
WEB モニター調査の方がやや高く、逆にサービス業の
割合が、WEB モニター調査では 31.4%に対して郵送モ
ニター調査では 34.6%と、WEB モニター調査の方がや
や低い（図表５）。
　就業構造基本調査との比較では、いずれの調査も卸売・
小売・飲食店業の割合がやや低く、金融・保険業・不動
産・建物サービス業、サービス業の割合がやや高い。

　WEB モニター調査の回答者の職種をみると、事務
職（28.8%）、専門・技術職（23.5%）、営業・販売職
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図表２　回答者の居住地域、性別、年齢階層

（注）�上段：全体合計（網掛け）を100％とした場合の年齢階級ごとの分
布割合（％）、下段：観測数（人）。

図表３　回答者の最終学歴（20 ～ 50 代）

（注）（　）内は、回答者数（Ｎ）

図表４　回答者の就業形態（20 ～ 50 代、雇用者）

（注）（　）内は、回答者数（Ｎ）

図表５　回答者の勤務先の業種（20 ～ 50 代、雇用者）

（注 1）（　）内は、回答者数（Ｎ）
（注 2）�ＷＥＢと郵送の 2 つのモニター調査の回答分布について Pearson

のカイ2 乗検定を行った結果、5％水準で有意であった。
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（13.0%）、サービス職（11.6%）、管理職（10.4%）の順
に多い。郵送モニター調査の回答者と比べると、管理職

（WEB モニター調査 10.4%に対して郵送モニター調査
12.1%）、専門・技術職（WEB モニター調査 23.5%に対
して郵送モニター調査 29.1%）、営業・販売職（WEB
モニター調査 13.0%に対して郵送モニター調査 14.4%）
において、WEB モニター調査での割合が低く、事務職

（WEB モニター調査 28.8%に対して郵送モニター調査
25.3%）、サービス職（WEB モニター調査 11.6%に対し
て郵送モニター調査 9.5%）、技能職等（WEB モニター
調査 10.0%に対して郵送モニター調査 8.3%）において、
WEB モニター調査での割合が高い（図表６）。
　就業構造基本調査と比較すると、いずれのモニター調
査も就業構造基本調査と職種構造が異なっており、２つ
のモニター調査では、管理職、専門・技術職、事務職の
分布割合が高く、技能職等の割合が低い。

　WEB モニター調査の回答者の勤め先の従業員規模
は、＜ 300 人未満＞の中小企業が 54.1%（29 人以下
22.6%、30 ～ 99 人 17.1%、100 ～ 299 人 14.4%）と、
半数以上を占める。また、1,000 人以上規模の大企業は
31.1%と、約 3 割（1,000 ～ 2,999 人 11.4%、3,000 人以
上 19.7%）である。郵送モニター調査との比較では、＜
100 人未満＞の小規模・零細企業がＷＥＢモニター調査
では 39.7%（29 人以下 22.6%、30 ～ 99 人 17.1%）で
あるのに対して、郵送モニター調査では 32.4%（29 人
以下 18.8%、30 ～ 99 人 13.6%）と、WEB モニター調
査の方が規模の小さな企業に勤める割合が高い（図表

７）。

　WEB モニター調査の回答者の勤続年数をみると、20
～ 50 代では、1 ～ 2 年が 23.9%と最も多く、次いで 5
～ 9 年の 20.1%、20 年以上の 14.6%の順となっている。
郵送モニター調査の回答者では、5 ～ 9 年の 21.1%が最
も多く、次いで 1 ～ 2 年の 19.8%、20 年以上の 17.4%
の順である。郵送モニター調査と比べると、WEB モニ
ター調査の平均が 8.9 年であるのに対し、郵送モニター
調査の平均は 10.1 年であり、加えて勤続の短い 1 ～ 2
年で WEB モニター調査の方の割合が高く、勤続の長
い 20 年以上で郵送モニター調査の方の割合が高いこと
からも、相対的に WEB モニター調査の回答者の方が、
勤続年数は短いといえる（図表８）。

（5）婚姻状態、子どもの有無、末子の年齢

　WEB モニター調査の回答者の婚姻状態は、20 ～ 50
代では、既婚（配偶者あり）54.7%、既婚（離別・死別）6.3%、
未婚が 39.0%である。郵送モニター調査と比べると、
WEB モニター調査の方が既婚（配偶者あり）の割合が
低く、未婚の割合が高い（郵送調査：既婚（配偶者あり）
61.8%、既婚（離別・死別）4.2%、未婚が 33.9%）（図表９）。

図表６　回答者の職種（20 ～ 50 代、雇用者）

（注 1）（　）内は、回答者数（Ｎ）
（注 2）�ＷＥＢと郵送の 2 つのモニター調査の回答分布について Pearson

のカイ2 乗検定を行った結果、1％水準で有意であった。

図表７　回答者の勤務先の従業員規模（20 ～ 50 代、雇用者）

（注 1）（　）内は、回答者数（Ｎ）
（注 2）�ＷＥＢと郵送の 2 つのモニター調査の回答分布について Pearson

のカイ2 乗検定を行った結果、10％水準で有意であった。

図表８　回答者の勤続年数（20 ～ 50 代、雇用者）

（注 1）凡例の（　）内は、回答者数（Ｎ）
（注 2）�ＷＥＢと郵送の 2 つのモニター調査の回答分布について Pearson

のカイ2 乗検定を行った結果、5％水準で有意であった。
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　WEB モニター調査の回答者の子どもの有無をみる
と、「子どもがいる」44.4%、「子どもがいない」55.3%
である。一方、郵送モニター調査では、「子どもがいる」
54.9%、「子どもがいない」44.4%であり、ＷＥＢモニター
調査の方が、子どもがいない割合が高い（図表 10）。

　子どもがいる者について末子の年齢をみると、WEB
モニター調査の回答者では、6 歳未満が 26.9%、6 歳以
上 20 歳未満 44.7%、20 歳以上 27.6%である。郵送モニ
ター調査の回答者では、6 歳未満が 24.8%、6 歳以上 20
歳未満 46.0%、20 歳以上 29.2%であり、WEB モニター
調査の方が、6 歳未満の割合が高く、6 歳以上 20 歳未満、
20 歳以上の割合が低い（図表 11）。

（6）過去 1 年間の個人賃金年収

　WEB モニター調査の回答者の過去 1 年間の個人の賃
金年収は、400 ～ 600 万円未満が最も多く 23.3%、次
いで 200 ～ 300 万円未満 17.6%、300 ～ 400 万円未満
16.9%の順である。郵送モニター調査と比べると、賃金
収入水準の低い 100 万円以上～ 400 万円未満の各階層
で WEB モニター調査の方が高い割合で分布しており、
低所得者層が多いといえる（図表 12）。年齢階級別でみ
ると、年代層が高いほど分布が概ね上位の賃金収入階層
に移行する傾向がみられるが、各年齢階級ともに、総
じて WEB モニター調査の方が郵送モニター調査より
も低い賃金収入階層に分布する割合が高い。とりわけ、
60 代前半では、400 万円未満の割合が WEB モニター
調査で 62.3%（100 万円未満 14.1%、100 ～ 200 万円未
満 16.3%、200 ～ 300 万円未満 17.5%、300 ～ 400 万円
未満 14.4%）を占めるのに対し、郵送モニター調査では、
38.5%（100 万円未満 14.7%、100 ～ 200 万円未満 8.1%、
200 ～ 300 万円未満 9.1%、300 ～ 400 万円未満 6.6%）
にとどまる（図表 12）。
　就業構造基本調査と比較すると、年齢階級ごとに「300
～ 400 万円未満」とした層を基点にして、より低収入
層とより高収入層に分けてみた場合に、WEB モニター
調査の方がより近い賃金収入分布となっているといえ
る。
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図表９　回答者の婚姻状態（20 ～ 50 代）

（注 1）（　）内は、回答者数（Ｎ）
（注 2）�WEBと郵送の 2 つのモニター調査の回答分布について Pearson

のカイ2 乗検定を行った結果、1％水準で有意であった。

図表１０　回答者の子どもの有無（20 ～ 50 代）

（注 1）（　）内は、回答者数（Ｎ）
（注 2）�ＷＥＢと郵送の 2 つのモニター調査の回答分布について Pearson

のカイ2 乗検定を行った結果、1％水準で有意であった。

図表１１　回答者の末子の年齢（20 ～ 50 代、子どもがいる者）

（注）（　）内は、回答者数（Ｎ）

図表１２　回答者の過去 1年間の個人賃金収入（20 ～ 50 代）

（注）（　）内は、回答者数（Ｎ）
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　図表 13、14、15 は、すべての質問項目について、調
査方法（郵送モニター・WEB モニター）を表側にして
クロス表を作成し、カイ 2 乗検定を行った結果である。

（ここでは紙幅の都合上クロス表は掲載していないので、
関心のある方は前述の報告書を参照されたい）
　設問は大まかにいって、（1）定例設問（景気・物価・仕 
事・労働組合等についての認識）、（2）トピックス①（所
定外労働・賃金不払い残業・労働時間管理）、（3）トピッ
クス②（選挙・2009 年の政権交代と 2010 年 10 月当時
の政権について）、（4）フェイスの 4 つのブロックに分
けることができる。なお、図表中の「検定結果」の欄に
は、左側に回収されたサンプルをそのまま用いてカイ 2
乗検定を行った結果（単純比較）、右側に回収率補正を
したうえでカイ 2 乗検定を行った結果（補正ありの比較）
を掲載した 3。
　この結果を要約したのが図表 16 である。まず、（1）
定例設問について 37 問中、「回収率補正なし」で有意
であったのが 24 問、「回収率補正あり」で有意であっ
たのが27問で、いずれにせよカイ2乗検定で有意になっ
た設問の方が多かった。（2）トピックス①について有意
であったものは 24 問中、「回収率補正なし」で 6 問、「回
収率補正あり」では 8 問で、非有意の設問の方が多かっ
た。（3）トピックス②については 8 問中、「回収率補正な 
し」で 7 問が有意、「回収率補正あり」では 6 問が有意
で、カイ 2 乗検定の結果はほとんどの設問で有意であっ
た。（4）フェイスでは 29 問のうち、「回収率補正なし」、 

「回収率補正あり」ともに 15 問が有意であり、約半分
の設問が有意であった。
　全体的に、「回収率補正なし」で有意（非有意）であっ
た設問と「回収率補正あり」で有意（非有意）であった
設問は一致しているが、一部の設問では片方のみ有意で
あった。回収率補正前は有意であったが補正後は有意で
なくなった設問数は 3 問で、「現在と比較した 1 年後の
勤務先経営状況予測」（Q5＝郵送モニター調査設問番号、
以下同様）、「今年 7 月の参議院選挙時に投票した政党
②比例代表」（Q30 付問 1- ②）、「勤務先の従業員規模」

（F15）である。逆に補正前は非有意で補正後に有意に
なった設問数は 7 問、その設問の内容は「1 年前と比較
した現在の日本の景気」（Q1）、「就業形態」（Q3）、「今
後 1 年間の賃金収入の増減」（Q10）、「現在の勤務先で
の労働状況⑥賃金・処遇が適切で納得性がある」（Q19-
⑥）、「所定外労働の理由⑥先に帰りづらい雰囲気がある
から」（Q23 付問 2）、「所定外労働の理由⑫その他」（Q23

付問 2）、「個人賃金年収」（F6）である。6

回答傾向の比較分析（単純比較及び補正ありの比較） 図表１３　カイ2 乗検定の結果（定例設問）

（注）「有意水準」の欄は、1%水準で有意な場合は ***、5%水準で有意
な場合は **、10%水準で有意な場合は * を記入している

図表１４　カイ2 乗検定の結果（トピックス①、トピックス②）

（注）図表１３に同じ。
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　分析の結果、第 20 回勤労者短観の設問については、
郵送モニター調査と WEB モニター調査を比べると、
多くの設問で回答傾向に差があることが明らかになっ 
た 4。また、回収率を補正した場合でも同様の結果であっ
た。カイ 2 乗検定の結果が有意となった設問は、郵送モ
ニター調査と WEB モニター調査で集計結果を比較す
る場合に注意を要するものである。
　インターネット調査の場合、得られた回答を調整し
て事後的に割付と同じ構成比にすることが可能である5。
しかし、このようにして回収状況から生じるバイアスを
除去したとしても、郵送モニター調査と WEB モニター

調査の傾向には差があると結論づけられる。
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7

むすび

図表１５　カイ2 乗検定の結果（フェイス）

（注）図表１３に同じ。

図表１６　カイ2 乗検定の結果（まとめ）

（注）表中の「有意」「非有意」は、カイ2 乗検定を行った結果、10%水準（5%
水準、1%水準も含む）で有意、非有意であった設問の数。

参考図表 1　就業構造基本調査に基づく割付

参考図表 2　郵送調査の有効回収数

参考図表 3　WEB 調査の有効回収数
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参考図表 5　WEB 調査における割付の充足率

 【注】
1  �郵送モニター対象の調査であれ、WEBモニター対

象であれ、モニターの集め方にいくつかのバリエ
ーションが存在している。実際にはモニターの集
め方も考慮して、調査会社を決定する必要があろ
う。

2  �報告書の作成にあたっては、連合総研の勤労者短
観アドバイザー会議の委員である東京大学社会科
学研究所 佐藤博樹教授、労働政策研究・研修機構 
今田幸子特任研究員、法政大学キャリアデザイン
学部 佐藤厚教授、連合総合労働局 大久保暁子次
長、連合総合政策局 岩井国博部長の他、厚生労働
省 本多則惠参事官、慶應義塾大学経済学部 山田
篤裕准教授に貴重なご助言を頂いた。ここに記し
てお礼申し上げたい。

 3  �マルチ・アンサー（○はいくつでも）の設問につ
いては、選択肢ごとに該当・非該当に分けてカイ2
乗検定を行った。そのため、選択肢の数だけ設問
数にカウントした。

4  �ただし、郵送調査とWEB調査の結果に差があると
いっても、どちらが母集団の真の値に近いかは不
明である。

5  �たとえば、割付された各セルの数よりも多くの回答
を得て、その後、回収状況に応じて等間隔で回答
を除外して分析するなどの方法が取られる場合が
ある。
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